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1.  平成22年3月期第3四半期の連結業績（平成21年4月1日～平成21年12月31日） 

 

(2) 連結財政状態 

  

(1) 連結経営成績（累計） （％表示は対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

22年3月期第3四半期 14,993 △16.3 △145 ― △151 ― △88 ―

21年3月期第3四半期 17,923 ― 1,109 ― 1,134 ― 620 ―

1株当たり四半期純利益
潜在株式調整後1株当たり四半期

純利益
円 銭 円 銭

22年3月期第3四半期 △4.15 ―

21年3月期第3四半期 29.11 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

22年3月期第3四半期 22,157 11,155 50.3 523.82
21年3月期 24,733 11,511 46.5 540.45

（参考） 自己資本  22年3月期第3四半期  11,155百万円 21年3月期  11,511百万円

2.  配当の状況 

（注）配当予想の当四半期における修正の有無  無  

平成22年３月期の期末および年間の配当予想額は未定であります。（「業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項」欄をご覧ください。） 

1株当たり配当金

第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計
円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

21年3月期 ― 8.00 ― 8.00 16.00
22年3月期 ― 4.00 ―

22年3月期 
（予想）

― ―

3.  平成22年3月期の連結業績予想（平成21年4月1日～平成22年3月31日） 
（％表示は対前期増減率）

（注）連結業績予想数値の当四半期における修正の有無  無  
 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期
純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 23,200 △7.5 460 △72.0 470 △72.0 220 △73.2 10.33



4.  その他 

(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）  無  

(2) 簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用  有  
（注）詳細は、４ページ【定性的情報・財務諸表等】「４．その他」をご覧ください。 

(3) 四半期連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（四半期連結財務諸表作成のための基本となる重
要な事項等の変更に記載されるもの） 

（注）詳細は、４ページ【定性的情報・財務諸表等】「４．その他」をご覧ください。 

(4) 発行済株式数（普通株式） 

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 

１．本資料に記載されている業績見通し等の将来性に関する記述は、当社が現在入手している情報および合理的であると判断する一定の前提に基づいて
おり、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。なお、上記業績予想に関する事項は、４ページ【定性的情報・財務諸表等】「３．連
結業績予想に関する定性的情報」をご覧ください。 
２．配当予想額につきましては、業績動向を見極めつつ、配当性向の目標を50％(連結ベース）とすることを公表しておりますが、国内外の経済状況や市場
環境等の様々な要因により今後の業績は大きく変動する可能性があるため、期末および年間の配当予想額は現時点では未定であります。なお、期末およ
び年間の配当予想額につきましては、今後の業績等を総合的に勘案し、見通しが立った時点で開示いたします。 

① 会計基準等の改正に伴う変更 無

② ①以外の変更 有

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 22年3月期第3四半期 21,474,562株 21年3月期 21,474,562株

② 期末自己株式数 22年3月期第3四半期 178,384株 21年3月期 174,743株

③ 期中平均株式数（四半期連結累計期間） 22年3月期第3四半期 21,297,637株 21年3月期第3四半期 21,308,593株



 当第３四半期連結累計期間における経済状況は、2008年秋以降の金融危機による世界同時不況により大打撃を受

けた後、国際協調のもとでの各国の危機対策が奏功し、世界経済は米国、欧州の景気持ち直しと中国を中心とした

新興国の需要拡大に伴い回復傾向を示しています。日本経済においても、外需や経済対策に牽引され、輸出の増加

を受けて一部では生産活動の持ち直し傾向がみられますが、自律的な回復には至っておらず、厳しい雇用情勢や企

業設備投資の低迷はしばらく続くものと見込まれます。 

 当社の主力事業である肥料業界におきましては、昨年７月より原燃料価格の下落から製品価格が値下げとなり、

農業従事者の高齢化や後継者難などの構造的問題による耕地面積の減少、農産物市況低迷、生産コスト低減運動に

伴う減肥施策の浸透および肥料流通在庫の圧縮などの影響を受け、厳しい経営環境が継続しております。   

 このような事業環境の下、当社グループは中期２ヵ年計画「Forward（フォワード）2010」に基づき、肥料事業

分野では「安全・安心・良食味」の農産物生産に適した有機関連製品を中心に、各地域のニーズにきめこまかく対

応した生産・販売体制の構築を一層進めるとともに、経費の削減による収益力の向上に注力しました。また非肥料

事業分野では化粧品関連製品の商品開発と拡販に努めました。しかしながら、７月からの平成21肥料年度価格改定

が値下げとなったことによる高値の原料および製品在庫の影響、生産コスト低減運動による肥料流通在庫の圧縮や

行政等の減肥施策の影響により、出荷数量が減少し、経営成績は非常に厳しいものとなりました。 

 その結果、当第３四半期の経営成績は売上高14,993百万円（前年同期比16.3％減）、営業損失145百万円、経常

損失151百万円、四半期純損失88百万円となりました。 

  

 各セグメント別の概況は以下の通りです。 

  

 肥料事業は、需要の減少傾向と企業間競争の激化に加え、価格改定前の想定以上の買い控えの発生による数量減

の影響を受け、売上高は12,485百万円（前年同期比16.9％減）となり、収益面についても、価格値下げ前の原料お

よび製品在庫に起因するコストの上昇により、営業損失は22百万円となりました。 

 飼料事業は、発酵飼料は販売数量・金額ともに減少しました。魚粕・魚粉については、市況は下落したものの、

取扱数量は増加しました。その結果、売上高は811百万円（前年同期比1.0％減）、営業利益は6百万円（前年同期

比46.3％増）となりました。 

 物資その他事業は、育苗培土は販売数量が減少し、化粧品関連製品は販売数量・金額ともに増加しました。ま

た、ＬＰＧ機器事業から撤退したことなどにより、売上高は1,696百万円（前年同期比18.4％減）、営業利益は204

百万円（前年同期比14.5％減）となりました。 

  

キャッシュ・フロー  

 当第３四半期連結累計期間における現金および現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度末に比

べ277百万円増加し、1,005百万円となりました。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 当第３四半期連結累計期間の営業活動による資金の増加は778百万円（前年同期は474百万円の増加）となりまし

た。これは、主に税金等調整前四半期純損失(△180百万円)、売上債権の減少、たな卸資産の減少、仕入債務の減

少、法人税の支払いなどによるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 当第３四半期連結累計期間の投資活動による資金の減少は175百万円（前年同期は469百万円の減少）となりまし

た。これは、主に有形固定資産の取得による支払いなどによるものです。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 当第３四半期連結累計期間の財務活動による資金の減少は325百万円（前年同期は376百万円の増加）となりまし

た。これは、主に当社の短期借入金の返済および配当金の支払いなどによるものであります。 

  

定性的情報・財務諸表等

１．連結経営成績に関する定性的情報

２．連結財政状態に関する定性的情報



  

 当第３四半期の連結業績は７月以降の肥料価格が値下げとなったことによる高値の原料および製品在庫の影響

や、生産コスト低減運動による減肥施策の影響により、売上高、利益ともに前年を下回りました。第４四半期（１

－３月）の肥料需要動向は不透明ながら最盛期を迎えること、高値の原料および製品在庫の影響が軽減されること

が考えられる一方、現在交渉中の新肥料年度価格改定の結果如何によっては今後の出荷状況に大きな影響を及ぼす

ことが予想されます。従って、通期の業績につきましては、前回発表（平成21年10月30日）の業績予想は変更して

おりません。 

  

  

 該当事項はありません。  

  

①繰延税金資産の回収可能性の判断に関して、前連結会計年度末以降に経営環境等、かつ、一時差異等の発生 

状況に著しい変化がないと認められる場合に、前連結会計年度末において使用した将来の業績予測やタック

ス・プランニングを利用する方法により算定しております。  

②季節的に変動する操業度により発生した原価差異は、原価計算期間末までにほぼ解消が見込まれるため、 

当該原価差異を繰り延べ処理しております。  

③税金費用については、当第３四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会 

計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に該当見積実効税率を乗じて計算しております。

ただし、当該見積実効税率を用いて税金費用を計算すると著しく合理性を欠く結果となる場合には、法定実効

税率を使用する方法によっております。  

  

表示方法の変更 

 四半期連結損益計算書関係 

 前第３四半期連結累計期間において区分掲記しておりました「受取保険金」は、営業外収益総額の100分の

20以下となったため、当第３四半期連結累計期間より営業外収益の「その他」に含めて表示しております。な

お、当第３四半期連結累計期間の営業外収益の「その他」に含まれる「受取保険金」は０百万円であります。

  

 四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係 

 前第３四半期連結累計期間において、「投資活動によるキャッシュ・フロー」の「その他」に含めておりま

した「リース債務の返済による支出」(△０百万円)は重要性が増加したため、当第１四半期連結累計期間より

区分掲記しております。   

  

３．連結業績予想に関する定性的情報

４．その他

（１）期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）

（２）簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用

（３）四半期連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更



５．四半期連結財務諸表 
（１）四半期連結貸借対照表 

（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成21年12月31日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成21年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 1,059 781

受取手形及び売掛金 4,763 6,900

商品及び製品 2,887 3,247

仕掛品 204 197

原材料及び貯蔵品 2,342 3,080

その他 1,699 1,084

貸倒引当金 △1 △2

流動資産合計 12,955 15,289

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 2,671 2,787

機械装置及び運搬具（純額） 1,504 1,708

土地 3,521 3,484

その他（純額） 151 102

有形固定資産合計 7,848 8,083

無形固定資産   

その他 28 26

無形固定資産合計 28 26

投資その他の資産   

その他 1,366 1,375

貸倒引当金 △41 △41

投資その他の資産合計 1,324 1,334

固定資産合計 9,201 9,443

資産合計 22,157 24,733



（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成21年12月31日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成21年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 2,826 4,004

短期借入金 5,229 5,374

未払法人税等 15 583

賞与引当金 40 190

その他 1,396 1,667

流動負債合計 9,508 11,819

固定負債   

長期借入金 113 28

退職給付引当金 692 693

役員退職慰労引当金 168 148

その他 518 532

固定負債合計 1,493 1,401

負債合計 11,001 13,221

純資産の部   

株主資本   

資本金 3,549 3,549

資本剰余金 3,084 3,084

利益剰余金 4,570 4,914

自己株式 △63 △62

株主資本合計 11,140 11,485

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 15 26

評価・換算差額等合計 15 26

純資産合計 11,155 11,511

負債純資産合計 22,157 24,733



（２）四半期連結損益計算書 
（第３四半期連結累計期間） 

（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成20年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年12月31日) 

売上高 17,923 14,993

売上原価 14,159 12,438

売上総利益 3,764 2,554

販売費及び一般管理費 2,654 2,699

営業利益又は営業損失（△） 1,109 △145

営業外収益   

受取利息 9 9

受取配当金 4 3

受取保険金 25 －

その他 48 26

営業外収益合計 87 39

営業外費用   

支払利息 47 42

その他 14 3

営業外費用合計 62 45

経常利益又は経常損失（△） 1,134 △151

特別利益   

貸倒引当金戻入額 0 0

固定資産売却益 53 0

特別利益合計 53 0

特別損失   

固定資産除売却損 33 25

投資有価証券評価損 59 －

その他 － 4

特別損失合計 93 29

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

1,094 △180

法人税、住民税及び事業税 474 △92

法人税等調整額 0 0

法人税等合計 474 △91

四半期純利益又は四半期純損失（△） 620 △88



（３）四半期連結キャッシュ・フロー計算書 

（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成20年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年12月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半
期純損失（△）

1,094 △180

減価償却費 467 445

貸倒引当金の増減額（△は減少） 2 △0

退職給付引当金の増減額（△は減少） △10 △0

受取利息及び受取配当金 △14 △13

支払利息 47 42

有形固定資産売却損益（△は益） △53 △0

有形固定資産処分損益（△は益） 22 43

投資有価証券評価損益（△は益） 59 －

たな卸資産評価損 － 108

売上債権の増減額（△は増加） 126 2,080

たな卸資産の増減額（△は増加） △1,636 983

仕入債務の増減額（△は減少） 870 △1,184

未払消費税等の増減額（△は減少） 41 △26

その他 △317 △596

小計 703 1,699

利息及び配当金の受取額 18 17

利息の支払額 △47 △42

法人税等の支払額 △199 △896

営業活動によるキャッシュ・フロー 474 778

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 △54 △54

定期預金の払戻による収入 54 54

有形固定資産の取得による支出 △333 △230

有形固定資産の売却による収入 70 0

投資有価証券の取得による支出 △0 △0

関係会社株式の取得による支出 － △9

貸付けによる支出 △195 －

貸付金の回収による収入 － 77

長期預り保証金の返還による支出 △11 △11

長期預り敷金による収入 － 0

その他 0 △0

投資活動によるキャッシュ・フロー △469 △175

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） 650 △145

長期借入金の返済による支出 △14 △14

長期借入れによる収入 － 100

リース債務の返済による支出 － △8

自己株式の取得による支出 △4 △1

自己株式の売却による収入 1 0

配当金の支払額 △255 △255

財務活動によるキャッシュ・フロー 376 △325

現金及び現金同等物に係る換算差額 － －

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 381 277

現金及び現金同等物の期首残高 731 727

現金及び現金同等物の四半期末残高 1,112 1,005



 該当事項はありません。 

  

 前第３四半期連結累計期間（自 平成20年４月１日 至 平成20年12月31日） 

  

 当第３四半期連結累計期間（自 平成21年４月１日 至 平成21年12月31日） 

（注）１．事業区分は、内部管理上採用している区分によっております。 

２．各事業区分に属する主な製品又は事業内容 

  

 前第３四半期連結累計期間（自 平成20年４月１日 至 平成20年12月31日）および当第３四半期連結累計期間

（自 平成21年４月１日 至 平成21年12月31日）において、本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社および

在外支店がないため、該当事項はありません。 

  

 前第３四半期連結累計期間（自 平成20年４月１日 至 平成20年12月31日）および当第３四半期連結累計期間

（自 平成21年４月１日 至 平成21年12月31日）において、海外売上高がないため、該当事項はありません。 

  

 該当事項はありません。 

  

（４）継続企業の前提に関する注記

（５）セグメント情報

〔事業の種類別セグメント情報〕

肥料事業
（百万円） 

飼料事業
（百万円） 

物資その
他事業 
（百万円） 

計
（百万円） 

消去又は
全社 
（百万円） 

連結
（百万円）

売上高             

(1）外部顧客に対する 

売上高 
 15,024  819  2,078  17,923  －  17,923

(2）セグメント間の内部

売上高又は振替高 
 －  －  －  －  －  －

計  15,024  819  2,078  17,923  －  17,923

営業利益  1,161  4  239  1,405  (295)  1,109

  
肥料事業
（百万円） 

飼料事業
（百万円） 

物資その
他事業 
（百万円） 

計
（百万円） 

消去又は
全社 
（百万円） 

連結
（百万円）

売上高             

(1）外部顧客に対する 

売上高 
 12,485  811  1,696  14,993  －  14,993

(2）セグメント間の内部

売上高又は振替高 
 －  －  －  －  －  －

計  12,485  811  1,696  14,993  －  14,993

営業利益又は営業損失  (22)  6  204  188 (333)      (145)

(1）肥料事業 製品（配合肥料、化成肥料、液状肥料）、商品（各種肥料） 

(2）飼料事業 製品（発酵飼料）、商品（魚粕・魚粉、配合飼料、その他飼料） 

(3）物資その他事業 製品（育苗培土、その他製品）、商品（農業資材、化粧品、食品農水産物、

その他物資）、不動産賃貸 

〔所在地別セグメント情報〕

〔海外売上高〕

（６）株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記
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